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1
密集市街地対策については、どのように対応して
いるのか。

地震時などに大規模火災が発生する可能性の高
い密集市街地の整備改善を進め安全性を確保す
ることは大変重要。具体には、延焼を抑制、避難

路となる道路の整備、避難場所となる公園空き地の整備、
老朽建築物の除却、延焼防止性能の高い建築物への建て
替え促進などを実施。
地震時などに著しく危険な密集市街地 約6000haを2030年
度末までに概ね解消目標 2022年度末までに3870ha減少、
1875ha。
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全国約6000haの３分の１が大阪府内。残りにつ
いて、目標を前倒しするぐらいの対応が必要では
ないか。

ハード整備と合わせて、防災マッ
プの作成などソフト対応も充実さ
せている。早期解消に向けた取り

組みを国としても支援していく。
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空家等活用促進区域や管理不全空き家制度の
創設、早期に活用や管理を促す仕組みを充実さ
せている。
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4
空き家の所有者・不動産事業者・空き家を使いた
いと考えている人などを相互に結びつけるネット
ワーク構築の仕組みが必要ではないか。

自治体が協議会を設置できることになっている。
また、市町村が空き家対策をサポートする法人を
空家等管理活用支援法人として指定できる制度

を創設。連携が進むように取り組んでいく。
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予算委員会第八分科会（国交省所管）質疑

●総額112兆円超（一般会計）の予算
●能登半島地震を受けて予備費を1兆円に倍増
●定額減税などの物価高対策　●賃上げに向けての税制　など

3
昨年12月から施行の改正空き家法
の概要。

YouTube
「柳本あきらチャンネル」で
質疑動画公開中！

▲國場国交副大臣からの答弁【A2】



いずれも19時～の開催を予定しております。
また、適宜ネット配信をしておりますので、直前のSNS発信にてご確認下さい。

8月2日（金） 西成区

西成区民センター 会議室2-1西成区民センター 会議室2-1

5月27日（月） 大正区
大正会館（コミュニティセンター）

第4・5会議室
大正会館（コミュニティセンター）

第4・5会議室

6月17日（月） 住之江区
住之江会館 会議室2・3住之江会館 会議室2・3

7月11日（木） 住吉区

［住所:住吉区苅田9-5-27］
苅田土地改良記念会館
［住所:住吉区苅田9-5-27］

ふれあい対話集会［予定］

ふれあい対話集会では、重点政策についてリアル対話型で語っています
今後の 特設ページは

こちらから

衆議院議員柳本あきら大阪事務所
■ 住所／〒557-0034 大阪市西成区松1-1-6
■ 電話／06-4398-6090　■ FAX／06-4398-6091
E-mail:osakathanks@gmail.com http://www.yanagimotoakira.com
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イズミヤ
花園店

地下鉄四ツ橋線
国道26号線地下鉄 花園町駅

至 天下茶屋南海本線
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地下鉄四ツ橋線「花園町」駅 下車南へ100m

柳本顕大阪事務所YouTube Facebook X Instagram LINE BLOG

※住吉区はこれまでと会場が異なりますのでご注意下さい。

予算委員会第四分科会（文科省所管）質疑

1
大阪における高校無償化の「キャップ制」は、結果
的に価格統制を導き、私学の建学の精神、あるい
は教育の自由度を損ねる可能性があると考える

が、大臣の見解を伺う。

大阪府の提案は、私学高校
の年間授業料を63万円ま
でに抑えようというベクト

ルが大変強く働くものではないかと
思う。関係者と丁寧な意見交換を行
い合意形成を図り、教育機会の確保
や教育水準の維持・向上といった観
点から、丁寧な制度設計が行われる
ことが重要である。
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2
公立高校の「公」としての意義・役割についてどの
ように考えているのか。

多様な背景を有する生徒に対して手厚い教育を
提供する学校、あるいは地域産業の担い手を育
成する専門高校などを含め、地域のニーズや生

徒の学習ニーズに対応した多様な教育の提供を通じて、
域内における高等学校教育の普及と機会均等を図る上で
重要な役割を果たしている。
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昨年10月に「不登校いじめ緊急対策パッケージ」
を策定。いわゆる「こころプラン」の前倒し実施、
校内教育支援センターの設置促進、教育支援セ

ンターのＩＣＴ整備、アウトリーチ機能強化、スクールカウ
ンセラーの重点的配置の充実などを行っていく。
また令和6年度予算案で、学びの多様化学校の設置促進の
ための経費等を計上。
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3
不登校対策は緊急対応として強化
すべきではないか。

YouTube
「柳本あきらチャンネル」で
質疑動画公開中！

▲盛山文科大臣からの答弁【A1】【A2】
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